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働き方改革関連法案を閣議決定 国会に法案提出

政府は、平成30年４月６日、今国会（第196回通常国会）の最重要法案と位置づけている「働き方

改革関連法案（正式名称：働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律案）」を閣議決定

しました。これでようやく、同法案が国会に提出されました。法案作成の詰めの段階で、裁量労働制の

適用の拡大の削除、施行を目指す期日の見直しなどが行われています。概要を確認しておきましょう。

働き方改革関連法案（第 196 回通常国会に提出）の概要

●働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律案の概要（厚生労働省資料）

施行期日 Ⅰ：公布日 
Ⅱ：平成31年４月１日（中小企業における時間外労働の上限規制に係る改正規定の適用は平成32年４月１日、１の中小企業における割増賃金率の 

見直しは平成35年４月１日）  
Ⅲ：平成32年４月１日（中小企業におけるパートタイム労働法・労働契約法の改正規定の適用は平成33年４月１日）

★ この改正の目玉は、何といっても「時間外労働の上限規制（Ⅱの１の一部）」でしょう。時間外労働の上限規制は、各

企業にとって負担が大きいものです。そのため、一部の業種については適用を猶予し、また、中小企業については施行期

日が１年遅れとなっています。しかし、一般的な業種の大企業では、来年４月から対応を迫られることになります（もち

ろん、法案が予定どおりに成立した場合です）。「同一労働同一賃金の実現に向けた改正（Ⅲ）」についても注目されていま

すが、これについては、大企業・中小企業ともに、施行期日に余裕が設けられています。他の規定については、企業規模

を問わず、来年４月から施行されるものが大半となっています（もちろん、法案が予定どおりに成立した場合です）。 

★ 細かな規定に目を向けると、一定日数の年次有給休暇の確実な取得（使用者は、10 日以上の年休が付与される労働者

に対し、５日については、毎年、時季を指定して与えなければならないこととする）など、企業への影響が大きい内容が

含まれています。法案が成立した場合した場合、企業規模を問わず、平成31年４月１日施行される規定が大半となってい

ますので、国会での審議の動向から目が離せません。



労働関係指標(全国2018年2月) 

完全失業率
完全失業率（季節調整値※1） 

有効求人倍率 
有効求人倍率（季節調整値※1）

2.5％（前月差＋0.1ポイント） 1.58倍（前月差－0.01ポイント） 

就業者数 

（季節調整値）

6,646万人
定期給与※2

現金給与総額※3（現数値）

（前月差＋51万人） 266,466円（前年同月比＋1.3％）

労働関係指標（広島県2018年2月） 

完全失業率※
月の完全失業率（季節調整値） 

有効求人倍率 
有効求人倍率（季節調整値※1）

2.5％（前年同期比－0.3ポイント） 1.98倍（前月と同ポイント） 

就業者数※

（季節調整値）

143万1千人
定期給与※2

現金給与総額※3（現数値）

（前月差＋1.5万人） 574,945円（前年同月比－1.4％）

※ 広島県の完全失業率と就業者数の値は四半期毎に公表されています。 

※1 季節調整値：前月からの変化を適切にとらえるため、季節変動の影響を除いた数値（原数値から季節変動を除去した結果数値） 

※2 定期給与：あらかじめ定められている支給条件と算定方法によって支給される給与のこと 

※3 現金給与総額：「決まって支給する給与（定期給与）」と「特別に支払われた給与（特別給与）」の合計額 

※4 広島県の公表延期のため今月号では2018年2月分の定期給与額を掲載できません。 

2018年1月～3月平均

2018年7月号にて掲載予定
※4 
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Ｑ．身元保証人への賠償責任はどの程度までできますか？

Ａ．身元保証法（身元保証ニ関スル法律）によって、身元保証人が負担すべき
責任の範囲は限定されています。 

身元保証法第5条には補償責任の限度が定められています。仮に，労働者がその責めに帰すべき事由

によって使用者に損害を与え、身元保証人が責任を負担しなければならなくなったとしても，損害の著

しい拡大を防ぐため，裁判所は，使用者側の監督に関する過失，身元保証人となるに至った事情，身元

保証人として注意をしてきたかどうか，当該労働者の地位等の変化など一切の事情を考慮して，身元保

証人が負担すべき損害賠償の金額を決めることができるとされています。

簡単にいえば，裁判所は，様々な事情を斟酌して，身元保証人の責任の範囲を小さくすることができ

るということです。

身元保証法はあくまで身元保証人を保護するための（身元保証の範囲を狭める事を目的とした）法律

です。したがって，上記のような制限だけでなく，解釈によって，身元保証人に不利益となる取り決め

は無効となるとされています（身元保証法第6条）。

また、民法が改正され、2020年4月1日に施行されることが決まっています。民法改正により、身
元保証書に極度額を定めることが義務付けられます。極度額とは、身元保証人が責任を負う金額の上限

額です。労働者の責めに帰すべき事由により、どれだけ大きな損害が発生したとしても身元保証人には

極度額までしか請求することができなくなります。

改正された民法が効力を持つのは施行されてからですので、今すぐの対応は必要ありませんが、不明

点などございましたら当事務所にご相談ください。また、先月号のTHE労務の疑問では、身元保証の
期間についてご紹介しております。今号と関連した内容になっておりますので併せてお読みください。

労働関係指標 



有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といった、非正規雇用労働者の企業内でのキャリアアップなどを促

進するため、正社員化、人材育成、処遇改善の取り組みを実施した会社が利用できます。 

【例：4月1日に中小企業事業主が有期雇用労働者を雇入れた場合】（末日締翌15日支給） 

平成30年4月1日以降の取組に係る支給要件の追加は以下の通りです。 

① 正規雇用等へ転換した際、転換前の6か月と転換後の6か月の賃金総額（※）を比較して、5％以上増額していること。 

※ 賞与や諸手当を含む総額 

ただし、諸手当のうち、通勤手当、時間外労働手当（固定残業代を含む）及び歩合給などは除きます。 

② 有期契約労働者からの転換の場合、対象労働者が転換前に事業主で雇用されていた期間を3年以下に限ること。 

一人当たり下表の金額が支給されます。 

※〈 〉内は生産性要件を満たした場合の額 

中小企業 大企業 

①有期⇒正規 570,000円〈720,000円〉 427,500円〈540,000円〉 

②有期⇒無期 285,000円〈360,000円〉 213,750円〈270,000円〉 

③無期⇒正規 285,000円〈360,000円〉 213,750円〈270,000円〉 

助成金の利用を検討される場合は、是非、当事務所にご相談ください。 

キャリアアップ助成金（正社員化コース） 

鳥の目で視る
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虫の目・魚の目で視る

助成金支給までのカンタンな流れ 

6か月以上の
有期雇用契約期間 

10／1 
6か月分の
賃金算定期間

3/31 4／1 

雇
入
れ
日

賃
金
締
切
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正
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員
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2か月

4／16 6／15 

支給申請期間 
4/16～6/15 

計画届提出 
  9月30日まで 

4／15 

賃
金
支
払
日

６か月間 
正社員として雇用



コース 概 要 助 成 額 

時間外労働 

上限設定コース 

時間外労働の上限設定を行うこと

を目的として、外部専門家による

コンサルティング、労務管理用機

器等の導入等を実施し、改善の成

果を上げた事業主に対して、その

経費の一部を助成 

 助成率３／４（事業規模30名以下かつ一定の機器・ソフトウェア等の導入経費が30万円を

超える場合は４／５を助成） 

 上限額 

対象となる事業主が平成30年度（又は平成31年度）に有効な36協定において、時間外労働

の上限を月45時間以下、年間360時間以下に設定した場合は、上限額150万円など 

〈補足〉さらに、週休２日制とした場合に上限額を加算（助成金の合計は200万円まで） 

勤務間 

インターバル 

導入コース 

勤務間インターバル制度を導入

することを目的として、外部専門

家によるコンサルティング、労務

管理用機器等の導入等を実施し、

改善の成果を上げた事業主に対

して、その経費の一部を助成 

 助成率３／４（事業規模30名以下かつ一定の機器・ソフトウェア等の導入経費が30万円を

超える場合は４／５を助成） 

 上限額 

インターバル時間数等に応じて、 

①９時間以上11時間未満 40万円   ②11時間以上  50万円 など 

職場意識改善 

コース 

所定労働時間の削減、年次有給

休暇取得促進に取り組むこと等を

目的として、外部専門家によるコ

ンサルティング、労務管理用機器

等の導入等を実施し、改善の成果

を上げた事業主に対して、その経

費の一部を助成 

 助成率３／４（事業規模30名以下かつ一定の機器・ソフトウェア等の導入経費が30万円を

超える場合は４／５を助成） 

 上限額 

【年次有給休暇の取得促進、所定外労働時間の削減を取組む場合】 

①労働者の年次有給休暇の年間平均取得日数（年休取得日数）を４日以上増加 

②労働者の月間平均所定外労働時間数（所定外労働時間数）を５時間以上削減 100万円  

※年次有給休暇の平均取得日数を12日以上増加させた場合は上限額50万円を加算する。 

【特例措置対象事業主】 

週所定労働時間を2時間以上短縮し40時間以下とする 50万円 

テレワークコース 在宅またはサテライトオフィスにおいて就業するテレワークに取り組む中小企業事業主に対してその経費を助成 

助成額 

は省略 
団体推進コース 

３社以上で組織する中小企業の事業主団体において、傘下企業の労働時間短縮や賃金引上げに向けた生産性向上に資

する取組に対して、その経費を助成 

お仕事 
カレンダー 
3月 

5/10 一括有期事業開始届の提出（建設業）

主な対象事業：概算保険料160万円未満で、かつ請負金額が1億8,000万円未満の工事
4月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付

5/15 障害者雇用納付金の申告と納付期限

5/31 4月分健康保険料・厚生年金保険料の納付
自動車税の納付（条例で定める日まで）

3月決算法人の確定申告と納税・9月決算法人の中間申告と納税（決算応当日まで）
6月・9月・12月決算法人の消費税の中間申告（決算応当日まで）

ＫｕｒｏｕＤｏからのお知らせ 

お仕事 
カレンダー 
５月 

★ 平成30年５月以降は、雇用保険被保険者資格取得届などのマイナンバーの記載が必要な届出等について、マイナンバー

の記載がない場合には、返戻する場合があるとのことです。不明点があれば、気軽にお尋ねください。

5月30日（水）は、社員研修のため、営業時間を午前9時～午後4時とさせていただきます。 

ご不便をおかけしますが、なにとぞご理解のほどよろしくお願い申し上げます。 

時間外労働等改善助成金の概要

「時間外労働等改善助成金」創設 中小企業の時間外労働の上限規制等への円滑な対応を支援 

これまでの職場意識改善助成金が改称・拡充され、「時間外労働等改善助成金」が

創設されました。この助成金は、中小企業が時間外労働の上限規制等に円滑に対応す

るため、生産性を高めながら労働時間の短縮等に取り組む事業主を助成するもので、

中小企業における労働時間の設定の改善の促進を目的としています。概要は次のとお

りです。 

対象事業主 → 労災保険の適用事業である一定の中小企業事業主（コースによって他の条件も満たす必要があります）


